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Ⅰ　はじめに

　近年，我が国では超高齢社会の進展とともに，
健康づくりの重要性がますます増大しつつある．
特に，健康づくりによる個人的成果に加え，医療
費や介護費の削減につながるような社会的成果に
対する期待が大きくなりつつある．また，我が国
の社会経済的変化に伴う国民間の健康格差の拡大
に対して，格差是正につながるような健康づくり
も求められている．
　そのような社会的成果につながる健康づくりと
は，地域住民全体を対象とした集団戦略的な地域
健康づくりということになる．そのような地域健
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康づくりは，海外では健康格差を是正するための
健康づくり戦略として注目され，研究と実践が行
われてきた．我が国では，これまでの健康政策が
健康診査に重点を置いた ₂ 次予防対策が中心で
あったことや健康格差が諸外国に比べて少なかっ
たことから，戦後の栄養改善による脳卒中対策を
除けば，地域健康づくりについての研究や実践は
これまであまり実施されてこなかった．しかし，
現代の健康づくりには前述したような大きな社会
的成果が求められており，今後は集団戦略的健康
づくりの方法についての研究開発が積極的に実施
されることが望まれる．そこで本稿では，身体活
動・運動分野における集団戦略的健康づくりに関
する海外の研究について報告する．
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身体活動促進に関する集団戦略的研究
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目的：近年，国際誌上で報告された系統的レビューを基に，身体活動・運動の促進に関する集団戦略的地域
介入のモデルとその効果について現状を把握する．

内容：身体活動促進を目的とした集団戦略的地域介入は，多様な関連領域から構成されるエコロジカル（生
態学的）モデルに基づいて実施される．その代表的なモデルとして，環境と政策面からの介入を重要
視したモデル，介入要因と評価要因から構成されたモデル，および戦略の開発段階と実施段階から構
成されるモデルを取り上げた．次に，集団戦略として用いられる多様な介入手段を情報提供型，行動
科学と社会的支援型，環境的・政策的整備型に分け，それぞれの効果と問題点について報告した．最
後に，₁₉₉₅年から₂₀₀₉年までに発表された「身体活動促進のための集団戦略的地域介入研究」に関す
る系統的レビューの結果について，身体活動推奨値を基準とした場合，余暇時身体活動の推奨値を基
準とした場合，および　連続データで評価した場合に分けて，それぞれ地域全体としての身体活動の
促進効果について報告した．

総括：集団戦略的介入による地域全体の身体活動に対する促進効果については，一致した結果が得られてお
らず，現時点では明確な結論付けはできない．このことに対する明確な結論を得るためには，今後さ
らなる研究成果の蓄積が必要である．
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Ⅱ　身体活動促進を目的とした集団戦略的地
域介入研究の枠組み

　地域住民全体を対象とした集団戦略では，従来
の個人や小集団を対象としたアプロ―チ（健康教
育，カウンセリング，行動科学的アプローチなど）
を含め，広範な領域にわたる多様なアプローチに
よる介入を行なうことになる．したがって，集団
戦略的介入を行うに当たっては，介入の目的と
なっている事項（身体活動量）に関係する包括的
な要因の関係性を踏まえたモデルを構築する必要
がある．そのような身体活動促進を目的とした集
団戦略的地域介入研究のモデルは，多様な関連領
域で構成されるエコロジカル（生態学的）モデル
に基づいて構築されている．
1 ．環境・政策介入モデル

　身体活動促進のための集団戦略的な介入モデル

として，Sallis らは₁）は特に環境と政策面からの介
入を重要視したモデルを提唱している（図 ₁）．こ
のモデルは，オーストラリアのニューサウス
ウェールズ州が作成した New South Wales Physi-

cal Activity Taskforceの報告書₂）を参考にして作成
されている．Sallis らは₁） は介入の対象を以下の ₄
つのカテゴリーに分け，カテゴリーごとに実際の
運動・身体活動を行う場（地域，学校，職域，都
市部，郊外，地方など）に応じた具体的な介入内
容を複数組み合わせて実施することが重要だとし
ている．
①　自然環境要因：気候，天気，地理的条件など
②　人工的環境要因：情報提供，運動環境整備，
建物整備，など
③　政策的なインセンティブ要因：身体活動の動
機づけを高める各種イベントの企画など
④　政策的な資源・インフラ要因：身体活動の資

図 1　身体活動促進の地域集団戦略のエコロジカルモデル
 Sallisら₁） より翻訳引用
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源整備予算の配分
　なお，これらの環境的および政策的な介入を行
うに当たっては，これらの介入が身体活動の促進
に有効であり，疾病予防や健康増進につながるこ
とを広く住民が理解し，積極的に支援することが
重要であるとしている．また，行政の健康関連部
署のみならず，多様な関係部署，および各種の地
域団体や組織などの関係者との連携と協働関係を
構築することも重要としている．
2 ．Logic framework：介入・効果評価モデル

　Kahn ら₃）は「地域における身体活動促進の介入
方法の効果」についてのシステマティックレ
ビューを行った際に，それまでの多くの身体活動
と疾病予防・健康増進に関する研究成果を基に
Logic frameworkを作成した．このモデルは介入
要因と評価要因から構成されている．
〈介入要因〉
①　情報関連要因：情報の提供方法など
②　行動・社会的要因：行動変容技法，ソーシャ
ルサポートなど
③　環境・政策的要因：施設，その他の資源など
〈評価要因〉
①　中間的な評価指標：生理機能，形態，体力，
精神的機能など
②　最終的な評価指標：罹患率，死亡率，生活の
質など
3 ．Logic Model：介入モデル

　Cochrane Libraryでは，Baker ら₄）の Cochrane 

Public Health Groupが「身体活動促進を目的とし
た戦略的地域介入研究の効果」に関するシステマ
ティックレビューを行い，そのためのモデルとし
て Logic Modelを作成した．このモデルでは，介
入活動を地域における「戦略の開発段階」と「戦
略の実施段階」とに分けている．開発段階では地
域で行う介入についての詳細を決定するものであ
り，その内容は介入ターゲットとなる対象者（集
団），介入の場所，関係者，その他の副次的介入な
どである．実施段階では，身体活動を増やすため
の具体的な支援活動を実践することであり，マス

メディアキャンペーン，住民参加・教育的イベン
ト，唱道，環境整備などを行うことになる．また，
評価については，両段階ともに短期・中期・長期
に分けて行うことになる．

Ⅲ　集団戦略における介入手段とその効果

　₂₀₀₂年に Kahnら₃）は介入による身体活動促進
効果に関するシステマティックレビューを行った
結果，研究の質的評価基準を満たした論文は₉₄編
であった．それらの論文で用いられている介入手
段を ₁）情報提供， ₂）行動科学および社会的支
援，₃）環境および政策 の ₃種類のカテゴリーに
分け，それぞれの効果について報告している．
1 ．情報提供型アプローチ

　人々が行動変容の動機を高め，実際に行動を改
善するために必要な情報を提供することで身体活
動の増加を図る．情報の内容は主に行動変容に先
行する情報認知に関するもので，健康教育的なア
プローチによって提供される．身体活動に関する
情報については，単なる身体活動の健康効果に関
するものだけでなく，地域で実践されている身体
活動を増やすための場や機会に関するもの，身体
活動を阻害する否定的な態度や障壁などの問題を
解決する方法，および多様な地域活動への積極的
参加などに関するものが重要となる．具体的なア
プローチの方法としては①看板による情報提供，
②地域全体に対する健康教育キャンペーン，③マ
スメディアキャンペーン，④教室型健康教育など
がある．
①　看板による情報提供
　≪方法≫階段の利用を促進させるために用いら
れることが多く，エスカレーターやエレベータの
前に「階段を積極的に利用する動機づけとなるよ
うなメッセージ」を記した看板などを設置するこ
とで，不特定多数の人に情報を提供する．
　≪効果≫ Kahn ら₃）のレビューではこのアプ
ローチを用いた介入研究は ₆編抽出されている．
そのうち ₅編で階段の利用者の割合が増えた（効
果サイズ－割合差：中央値₅₃.₉％， 範囲：₅.₅％～
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₁₂₈.₆％）ことが報告されている．
　≪問題点≫介入期間中は効果があるものの，介
入終了（看板撤去）に伴い，階段の利用者が減少
してしまう．また，看板の設置場所が階段とエス
カレータやエレベーターが併設されているところ
でないと実施できないことから，地域においては
実施場所が多くない．
②　地域キャンペーン
　≪方法≫地域内の不特定多数の住民に対して，
テレビ・ラジオ，新聞のコラム記事，新聞の折り
込みチラシ，ダイレクトメール，掲示板，宣伝用
看板，映画館の広告などの多様な媒体を利用して，
身体活動の健康に対するメリットや不活動のデメ
リットなどの情報をメッセージとして提供する．
　≪効果≫このアプローチを用いた介入研究は 

₁₀編抽出されている．そのうち ₅編で活動的な者
の割合が₄.₂％増えた（効果サイズ－割合差：中央
値：－₂.₉％～₉.₄％）ことが報告されている．ま
た，エネルギー消費量では，増えた者の割合が
₁₆.₃％増加（₇.₆％～₂₁.₄％）したとされている．
したがって，地域全体に対する多様なメディヤ
キャンペーンによる介入は身体活動の促進に有効
と思われる．
　≪問題点≫地域全体に対するキャンペーンを実
施するためには，綿密な計画づくりと関係者間の
調整，経験豊富なスタッフ，そして多様な資源が
必要となる．
③　マスメディアキャンペーン
　≪方法≫テレビ，ラジオ，新聞，掲示板などの
多様なメディアチャンネルを使って，不特定多数
の人々に身体活動に関する情報をメッセージとし
て提供する．メッセージの内容としては，身体活
動に関する知識を増加させ，態度や信念に影響を
及ぼし，行動の変容につながるように計画された
ものとなる．
　≪効果≫このアプローチに関する論文は少なく，
₃編のみであった．これらの研究はいずれも対照
群が設定されていないデザインによるものであっ
た．このように，マスメディアキャンペーンを用

いた介入研究はその数が少なく，デザイン的にも
問題が大きいことから，Kahn ら₃）は効果について
の評価はできないとしている．
　≪問題点≫本アプローチを用いるためにはメ
ディアを使用することから多額の費用を要する．
また，研究デザイン的に対照群の設定やその無作
為割り付けなどの実施が困難な課題が多い．
④　教室型健康教育
　≪方法≫小学校，中学校，高校などの授業とし
てカリキュラムにのっとって実施される健康教育
であり，生徒の行動変容の意思決定に関わる情報
や技術を提供する．授業では行動に関わる技術的
要素（ロールプレイ，目標設定，逆戻り防止計画
など）について実施される．
　≪効果≫研究デザインが良好な論文として₁₀編
が抽出された．そのうち ₃編の論文は介入により
学校以外での身体活動時間が増加したが， ₂編の
論文では逆に自己申告による身体活動が減少した
としている．したがって，教室型健康教育による
身体活動の促進効果については，結果が分かれて
おり，さらなる研究成果の蓄積が必要とされてい
る．
　≪問題点≫子どもの身体活動量の評価が主観的
な思い出し法によるものが多く，その妥当性や信
頼性が問題となる．また，対照群とするクラスで
のカリキュラムに沿った内容の健康教育と介入群
の内容との差別化がどの程度できているかが不明
である．
2 ．行動科学および社会的支援によるアプローチ

　このアプローチは，行動の変容や維持をしたい
と考えている者に対して，行動変容技術の習得と
社会的支援の構築により，身体活動の促進を図る．
行動変容に関わる技術としては，身体活動のきっ
かけや機会づくり，危険度の高い状況に対する対
処の方法，行動の維持や逆戻りの予防などに関す
るものとなる．また，社会的支援の構築のために
は，家族や友人を含む個人や集団を対象としたカ
ウンセリングを用いる．このアプローチを用いた
介入研究は多様な場面（学校体育の授業，家庭，
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地域など）で行われる．なお，ここでは，本稿の
趣旨から個人を対象としたアプローチについては
除外する．
①　学校体育の授業
　≪方法≫授業カリキュラムや教育政策を変更す
ることによって，体育授業中の生徒の身体活動が
中強度からやや高い強度に相当する活動時間を増
やすことを目的として実施される．たとえば，体
育の授業時間数を増やす， ₁回の体育授業時間を
延ばす，体育授業の内容を身体活動が増加するよ
うに工夫する などが行われている．また，家庭で
のテレビ視聴時間やビデオゲームでの遊び時間を
減らすことを目的とし，生徒が自身の行動をコン
トロールする技術やセルフモニタリング，視聴時
間の計画化などの方法について学習する．
　≪効果≫このアプローチに関する論文としては
₁₂編が抽出されている．それらの多くの研究が授
業中の中強度からやや強い強度の身体活動時間の
増加（₅₀.₃％ , 範囲：₆.₀～₁₂₅.₃％）や授業時間
に占める中強度からやや強い強度の身体活動時間
の割合の増加（₁₀％，範囲：₃.₃～₁₅.₇％）が報
告されている．また，テレビ視聴時間やビデオ
ゲームでの遊び時間についても減少効果が認めら
れているが，報告数が少なく明確な効果評価がで
きていない．
　≪問題点≫学校体育の授業時間数が少なく，介
入研究を行うのに十分な授業時間数を確保できな
い．テレビ視聴時間やビデオゲームでの遊び時間
の減少を目的とした研究では，家庭との連携が重
要となる．
②　家庭でのソーシャルサポート
　≪方法≫子供の行動は家族（親）からの影響を
最も強く受けることから，子供の行動変容に対す
る家族からの支援を増やすことで，子供の行動変
容を容易にすることを目的とする．介入のター
ゲットとなるのは，子供の家族全員，両親もしく
は同居者であり，介入プログラムは健康知識，目
標設定，問題の解決法，家族間の行動の制御など
の内容について，個別および合同での講義がおこ

なわれる．また，身体活動を実際に行うこともあ
る．
　≪効果≫このアプローチに関する論文としては
₁₁編が抽出されている．それらの結果は，子供の
身体活動に増加が認められるものがある一方で，
むしろ減少するとの報告もあり，結果に一致が認
められない．このような結果の不一致の原因とし
ては，他のアプローチとの組み合わせで行われる
ことが多く，介入の条件が研究間で大きく異なる
ことが原因と思われる．
　≪問題点≫このアプローチを単独で実施した研
究が少なく，単独の効果評価ができない．また，
介入の対象が子供と家族全員となるために，対象
別の介入プログラムの作成や評価調査を行うこと
になり，介入の手続きや実施が複雑となる．
③　地域ソーシャルサポート
　≪方法≫このアプローチでは，行動変容を支援
するソーシャルネットワークを地域に構築し，強
化整備を行い，長期にわたり維持することにより，
身体活動の変容を促進することを目的とする．ま
た，ある一定以上の身体活動を確保するために，
「仲間システム」と呼ばれる方法を取り入れたり，
自主的な活動グループを作ることで，お互いに活
動的になるよう相互に支援し合うようなシステム
を導入する．
　≪効果≫このアプローチに関する論文としては
₉編が抽出されている．このアプローチを用いた
介入研究では，多様な評価指標（実施した運動の
頻度や時間，運動教室への出席頻度，ジョギング
頻度，運動やスポーツへの参加頻度，活動的な時
間など）が用いられている．その結果，身体活動
時間では中央値で₄₄.₂％（範囲：₁₉.₉～₄₅.₆％）
の増加を，運動・身体活動の実施頻度の中央値で
は₁₉.₆％（範囲：₁₄.₆～₅₇.₆％）の増加を認めて
いる．また，体力に関しても有酸素能力に₄.₇％の
増加を認めている．このように，地域でのソー
シャルサポートを用いた介入は住民の身体活動を
促進させるのに有効である．
　≪問題点≫多様な支援ネットワークを構築する
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ためには，地域の資源に関する多様な情報を収集
し，関係する組織や自主活動グループおよび行政
などの関係者との連携を図る必要がある．また，
必要な人材を発掘し育成する必要があり，時間を
要する．
3 ．環境的・政策的アプローチ

　このアプローチは，人々が行動をより健康的な
ものに改善するのに役立つ環境的な条件を整備す
ることを目的とする．ここでの環境とは人の行動
に影響を与えるもので，物理的環境（天気・天候，
地域資源，建物，情報）と社会的環境（ソーシャ
ルサポート，規範，信念，態度）である．そして，
このような環境整備を推進するためには，政策づ
くりも併せて行うことになる．したがって，この
アプローチの対象は個人ではなく，物理的・社会
的環境や組織体（学校，企業，スポーツクラブな
ど）と政策など幅広いものである．したがって，
介入に当たっては健康関連分野だけでなく，地域
の多様な組織や機関の代表者，議員，マスメディ
ア関係者など多様な分野の人々が関わることにな
る．
　≪方法≫この方法の介入においては，より多く
の人々の身体活動を促進させるために，幅広い分
野（職域，連合会，商店会，活動グループ，行政，
関係組織や機関など）の人々が協働関係を築き，
必要な活動を実践して環境や政策を整備すること
になる．例えば，人々の移動手段を車から歩行や
自転車に変えることで身体活動を促進するために，
行政が歩行用道路やサイクリング道路を整備し，
企業ではシャワーや更衣室を整備し，地域の商店
会では商品券やマイレージカードなどのインセン
ティブを導入するといったことが行われる．なお，
運動施設の整備と利用方法の改善や都市計画的な
改善なども実施されている．
　≪効果≫運動の施設や場へのアクセスの改善に
よる身体活動促進に関する論文としては₁₀編が抽
出されている．そのうち ₈編は職域（工場，大学，
連邦政府関連機関）で行われており，地域で行わ
れたのは ₂編である．それらの結果は，有酸素能

力（ ₅ 編）では₅.₁％の増加，エネルギー消費量
（ ₂編）では₈.₂％の増加，余暇時身体活動量（ ₂
編）では₂.₉％の増加，運動スコア（ ₁ 編）では
₁₃.₇％の増加， ₁週間当たり ₃日以上の運動実施
者の割合（ ₃ 編）と運動実施頻度（ ₂ 編）では
₄₈％の増加がそれぞれ報告されている．また，バ
イク専用レーンの新設や増設，歩道の整備，交通
費用の資金援助，自動車の共有に対するインセン
ティブ付与，駐車料金の値上げ，バスでの自転車
用ラックの使用といった政策的および環境的アプ
ローチにより自転車の利用者や歩行者が有意に増
加することが報告されている₅）．
　≪問題点≫地域全体を対象として実施する場合
は，多様な関係者の参画が必要であり，それぞれ
が協力して必要な活動を実施していくことになる．
したがって，全体的な活動の調整を行い，物理的
な環境の整備のための予算を確保し，多くの関連
分野の理解と協力を得て政策の策定を行う など解
決すべき課題が多い．
　₂₀₁₂年に Heathら₆）は₂₀₀₀年以降発表された身
体活動促進に関する介入研究についてのレヴュー
論文を対象にシステマティックレビューを行い，
その結果を発表している（図 ₂）．

Ⅳ　集団戦略的介入研究の効果

　Bakerら₃）は₂₀₀₉年までに発表された「身体活
動促進のための地域介入研究」に関する論文につ
いてシステマティックレビューを行い，最終的に
採択された₂₅編の論文の結果を₂₀₁₁年に The 

Cochrane Libraryに報告している．
　採択された論文で用いられている介入アプロー
チの方法を表 ₁にまとめた．すべてのアプローチ
を用いたものが ₃編で， ₅種類を用いたものが ₃
編であった．次いで， ₄種類が₁₀編， ₃種類が ₇
編， ₂種類が ₂編であった．また，介入の理論モ
デルとしてはエコロジカルモデルに基づく介入が
最も多く ₆編であり，次いで変容ステージモデル
と社会学習理論モデルに基づくものがそれぞれ ₄
編，地域エンパワーメントモデルが ₂編であった．
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1 ．身体活動推奨値を基準とした評価

　身体活動に関する推奨値を満たす者の割合を評
価指標とした論文が ₈編報告されている．それら
の論文のなかで，介入対象地域で有意な増加を認
めたのは ₁編₇）のみであった．この研究は中国の
北京市の複数の地域で実施されたもので，行政に
よる強い介入（パンフレットの全戸配布，医療従
事者によるカウンセリングの実施，スクリーニン
グによる多重リスク因子保有者の抽出）が行われ

た．その結果，非介入地域に比べて介入地域での
活動的な者の増加の割合は₂₀％（粗相対危険：
₁.₂₄，調整後 RR：₁.₂₀，₉₅％ CI：₁.₀₉～₁.₃₁）
多かったと報告されている．なお，ここでの調整
後相対危険（RR）とは介入群と対照群のベースラ
イン時における活動的な者の割合の違いについて
調整を行ったものである．その他の論文において
は全対象者では明らかな効果は認められていない．
しかし，性別のサブグループ解析の結果では，男
性のみで有意な増加を認めるものと₈），女性のみ
に有意な増加を認めるもの₉）がそれぞれ報告され
ている．
　身体活動推奨値を満たさない非活動的な者の割
合を評価指標とした論文が ₄編報告されている．
これらの研究はいずれも，非活動者の割合の変化に
介入による有意差を認めていない．なお， ₃年間
の戦略的多領域介入を行った研究₁₀）では，介入に
より非活動者の割合を有意に減少させる（リスク
差：₈.₁％，₉₅％ CI: ₂.₄～₁₃.₈％）ことができた

図 2　各介入方法に関するシステマティックレビューによる効果サイズ
 Heathら₆）の論文より翻訳引用

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

介
入
プ
ロ
グ
ラ
ム

自
己
効
力
感

介
入
（成

人
）

個
別
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

健
康
成
人

職
域

高
齢
者

行
動
変
容
（成

人
）

Web
介
入
プ
ロ

グ
ラ
ム
（成

人
）

放
課
後
介
入

（児
童
・思

春
期
）

肥
満
者

歩
数
計
介
入

歩
行
介
入

(成
人

)

表 1　採択論文における介入アプローチの採用

介入アプローチの方法 論文数

・協働関係の構築 ₂₂

・個別カウンセリング ₁₈

・マスメディアキャンペーン ₁₇

・その他のコミュニケーション ₁₉

・特定の場での介入 ₂₁

・環境改善 ₁₀

Baker ら₄） の論文より作表
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が，ベースラインでの両群間の非活動者の割合の
差を調整すると，両群間の変化に有意差は認めら
れない（調整後 RR：₀.₈，₉₅％ CI：₀.₅₉～₁.₀₈）
としている．
2 ．余暇時身体活動の推奨値を基準とした評価

　余暇時に身体活動を積極的に行う者の割合を評
価指標とした論文が ₃編報告されている．これら
のいずれの論文も介入による有意な効果を認めて
いない．そのなかで，心血管系疾患の予防を目的
として大規模（ ₆ 地域，n＝₇₀₉₇）で高強度の介
入を長期間（ ₅ ～ ₆ 年間）実施した米国のMin-

nesota Heart Health Program₁₁）では，横断サンプ
ル集団とコホート集団を用い，多時点での評価を
行っている．その結果，横断サンプル集団では介
入 ₁年後と ₃年後に余暇時に身体活動を積極的に
行う者の割合が対照群に比べて介入群で有意に増
加したとしている．しかし，同集団における ₅年
後と ₆年後では両群間に有意差は認められていな
い．一方，コホート集団では介入 ₂年後と ₄年後
では有意差が認められなかったが， ₇年後には有
意差が認められたとしている．そして，介入期間
全体としての評価を性，年齢，教育歴を調整した
相対危険で行うと，横断サンプル集団とコホート
集団共に有意な効果を認めていない．
3 ．連続データによる評価

　連続データを評価値とした論文が ₇編報告され
ている．そのうちの ₁編₁₂）は小学校 ₆年生を対象
とした無作為化比較対照試験である．この研究で
は，同一地域の₇₇の小学校の中から無作為に ₈校
を選択し，それらを介入群と対照群に無作為にク
ラスター割り付けを行った．介入内容は，身体活
動に対する態度の変化，教師や両親によるソー
シャルサポートの強化，必要な知識や運動技術を
積極的に使えるような環境や施設の提供を学校だ
けでなく，他の多くの組織との協働により実施さ
れた．その結果，余暇時の身体活動時間が全ての
測定時において介入群のみで有意に増加し， ₄年
後の両群間の調整後平均差（₆₆分／週，₉₅％ CI：
₃₄～₉₈）に有意差が認められた．また，身体活動

に対する積極的な態度と自己効力感においても身体
活動と同様な効果が認められている．なお，テレ
ビの視聴時間についても介入群においてのみ有意
な減少が認められ， ₄年後の両群間の調整後平均
差（－₁₅.₇分／日，₉₅％ CI：－₂₈.₅～－₂.₉）に
有意差が認められた．
　中高年者を対象として心血管疾患の予防を目的に
₅年間の地域介入研究が実施された₁₃）．この研究
では身体活動とともに食生活と禁煙についても同
時に介入が行われた．身体活動についての介入は，
歩行やサイクリングについてのガイドブックの配
布と有酸素運動プログラムや運動の健康効果につ
いての情報をテレビ番組で提供することなどが行
われた．また，介入戦略としては集団戦略と同時
にハイリスク戦略が用いられた．その結果，男性
では ₁週間当たりの余暇時の総身体活動，歩行時
間，サイクリング時間，スポーツ活動時間のいず
れにおいても，介入群及び対照群ともに介入前か
らの有意な変化が認められなかった．一方，女性
では ₁週間当たりの余暇時の総身体活動時間と歩
行時間に対照群のみに有意な減少（－₂.₆時間，－
₂.₃時間）が認められ，年齢，教育歴，介入前と後
の平均値について調整した変化量の平均値（調整
後平均）に両群間で有意差（₂.₁時間，₂.₂時間）
が認められた．
　同様な研究デザインで行われた身体活動促進プ
ロジェクト“₁₀,₀₀₀ Steps Ghent”においては，
エコロジカルモデルに基づく以下のような種々の介
入プログラムが用いられた₁₄）．
・メディアキャンペーン：記者会見，プロジェク
トの宣伝ページ，地方局でのニュース放送，掲
示板設置，ウエブサイトでの情報発信 など
・環境的アプローチ：歩行を勧めるメッセージ板
の街路設置，ウオーキング路の設置
・歩数計の貸し出し・販売：セルフモニタリング，
動機づけとして
・職域プロジェクト：身体活動促進のための情報
とその行動計画を企業の健康管理担当者へ提供，
身体活動促進の教材セットの提供



荒尾

162 日健教誌　第21巻　第 2号　2013年

・高齢者プロジェクト：高齢者クラブとサ―ビス
提供者に対する身体活動促進教材の提供と講習
会の開催，ウオークイベントへの招待など
・情報の普及・宣伝：歩数計の貸し出しに関する
チラシ，ポスター，情報等を全ての学校，開業
医，栄養士，理学療法士，および組織や教会に
送付
　その結果，歩数（歩数／日），歩行時間（分／
週），中強度の身体活動時間（分／週），仕事関連
の身体活動時間（分／週）および余暇時身体活動
時間（分／週）において，いずれも介入期間（ ₁
年間）中の変化量に両群間で有意差が得られ，調
整後平均においても介入効果（歩数：₁₀.₈％増，
歩行時間：₁₇.₃％増）が認められた．
・エネルギー消費量を評価指標とした論文が ₂編報
告されている．そのうちの ₁編₁₅）は ₃ 年間の介
入による総身体活動量（MET-m/週）と余暇時
身体活動量（MET-m/週）の変化はともに両群
間で有意差が得られ，介入効果が認められたと
している．しかし，この研究では両群ともに介
入後に両指標ともに減少したことから，結果の
解釈には注意を要するものと思われる．他の ₁
編は ₂ 年間の介入後に両群ともに身体活動量
（MET-s/週）に有意な変化を認めていない．ま
た，身体活動に対する態度や自己効力感および
行動ステージにも両群ともに有意差を認めてい
ない．

Ⅴ　総　　括

　システマティックレビューの結果から，Baker 

ら₄）は多様なアプローチを用いた集団戦略的介入
による地域全体の身体活動の促進に対する効果に
ついては現時点では明確にはできないとしている．
その理由としては，得られた研究結果が大きくば
らついており，一致した結果が得られていないこ
とを挙げている．そのような結果の違いをもたら
している原因として，介入方法，介入の強さ，評
価対象となる成果指標，対象地域等の違いを指摘
している．また，研究の多くが非無作為化割り付

けのデザインで行われており，研究結果が多くの
バイアスの影響を受けている可能性も指摘してい
る．
　今後，我が国においても集団戦略による地域健
康づくりに関する介入研究が数多く実施され，そ
の成果の蓄積が望まれる．そのためには，上述し
たような研究デザインや介入の方法・評価など研
究に直接関係する事項についての検討とともに，
我が国独自の問題を解決する必要がある．すなわ
ち，集団戦略による地域健康づくりを実施する上
では住民の主体性と行政職員の協働意識が極めて
重要となるが，欧米諸国に比べると，我が国では
これらの要素が必ずしも十分ではない．したがっ
て地域介入研究においては，このような住民や行
政職員の意識改革を図りつつ，包括的な介入モデ
ルに基づく多様な介入プログラムを実践していく
ことになる．
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Community intervention for physical activity promotion

Takashi ARAO*₁

Abstract
Objective: Based on recent systematic reviews, this report provided an overview of the model and the effective-

ness of community-wide intervention for physical activity promotion of the whole population.
Contents: Community-wide interventions for physical activity promotion are implemented based on the eco-

logical model consisted of a wide range of intervention approaches. In this report, three representative 
models for such community-wide interventions were shown: including a policy and environmental interven-
tion model, a logic framework model consisted of intervention and assessment factors, and a logic model 
consisted of development and implementation levels of strategies. Summaries were shown about the effec-
tiveness of intervention using coordinated communication strategies, behavioral control skill development 
and social supports, and policy and environmental changes on physical activity. Evidence was also reported 
based on the recent systematic reviews about the community– wide interventions using a wide range of 
strategies for physical activity promotion of the whole population.

Conclusion: The impact of community– wide interventions on physical activity levels of the whole population 
remains controversial due to a great variation of the study results. Future studies are needed for identifying 
the impact of community-wide interventions on it.

〔JJHEP, ₂₀₁₃；₂₁（₂）：154-164〕
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